




























Domination structure of postwar capitalism and some proposals for the
direction of its commutation : focusing on Japanese capitalism











In this paper, first, we clarify a structural framework of post-war capitalist economics and how it was applied to control states or citi-
zens in mainly Japan. Second, we pointed problems how states motivate structural framework change to capitalistic economics based
on the analysis. The first step to solve this problem is not states to reform systems for large companies or financial capital but to estab-
lish social and economic system to guarantee citizen’s lives, and then with a respect the diversity between states, enhance mutual profit
of each country.





































































































































































































































































































































































































































































































































































れは 0.573であり, 1956年の 0.313を大きく上回って
いることから，戦前は戦後に比べてはるかに不平等で
あったことは否定しえない，と結論づけている。ただ
し，戦前の不平等化は，基本的に，農業と都市産業の
一部における過剰労働の存在によって説明できるこ
と，また，戦後，ジニ係数は緩やかに減少し，1972
年のジニ係数は 0.314であることから，1950～1960年
代に，高度経済成長と平等化が成立した，と指摘して
いる。詳しくは，南，2007，pp.34-40を参照されたい。
2）非正規雇用（派遣労働者）の増大と労働所得の格差拡
大の実態については，森岡 2007，pp.22-41を参照さ
れたい。
3）東南アジア諸国に対する経済開発が環境破壊と村落共
同体の解体を生み出した詳細については，和田 1995，
pp.160-187を参照されたい。
4）森は，異なる職務（労働）の価値を測る評価要素とし
ては，①知識・技能，②責任，③負担，④労働環境の
四つのファクターがあるが，上記①，②の評価にした
がうと，女性労働者や非正規社員の労働が過小評価さ
れてしまうため，上記①から④の評価要素を含めた，
同一価値労働・同一賃金の原則が必要不可欠であると
指摘している。この原則にしたがうと，介護職員や
ホームヘルパーの賃金水準は過小評価になる。詳しく
は，森 2017, pp.20-27を参照されたい。
5）足立は，マルクス主義フェミニズム論を再検討するな
かで，女性の経済的自立を達成するための労働力の価
値については，賃金総額（価値の実体形態としての個
人賃金の総額）＋社会保障費（間接賃金）＝労働者階級
の再生産費として規定すべきであると論じている。詳
しくは，足立，2017，pp.13-19を参照されたい。
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